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青山製図専門学校 昭和57年2月5日 山﨑　輝夫
〒150-0032
東京都渋谷区鴬谷町７－９

（電話） 03-3463-0901

（別紙様式４）

令和元年７月３１日※１

（前回公表年月日：平成３０年７月３１ 日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人鹿光学園 昭和60年3月30日 山﨑　輝夫
（電話）

〒150-0032
東京都渋谷区鴬谷町７－９

工業 製図専門課程（工業） 建築インテリア工学科
平成15年文部科学省告示

第14号
－

学科の目的
インテリアデザイン（カラーコーディネーション・インスタレーション・ライティングプラン・照明デザイン・エクステリアデザイン）・建築デザインを学び、インテリ
アコーディネーターから1級建築士まで取得するプロフェッショナルを育成することを目的とする。

03-3463-0901
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成28年2月19日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

３０時間 ２１１０時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

3 昼間
３４９８時間 ６４６時間 ６８２時間 ３０時間

学期制度

■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
出欠状況、試験、作品、レポート、小テスト等の成績で総合
判断する。

９０人 ７９人 １人 １０人 １２人 ２２人

長期休み

■学年始め：4月1日
■夏　　季：7月20日～8月31日
■冬　　季：12月24日～1月9日
■春　　季：3月21日～4月10日
■学 年 末：3月31日

卒業・進級
条件

・欠席総日数20日以内
・科目評価合格
・全課題提出完了
・学費完納
・進級・卒業制作課題合格

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 プレゼンテーション研究会、図書委員会、新聞委員会、アル
バム委員会、球技大会。担任教員のフォローと保護者との連絡

■サークル活動： 有

建設会社、設計事務所、不動産会社、施工管理 （平成30年度卒業者に関する令和1年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当す
るか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄

： 8.7
■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　20人
  本校上級課程の建築設計研究科に進学
・就職希望せず　　　　　　　　　　 1人

年度卒業者に関する

■就職者数
：

2 人

平成30年4月1日時点において、在学者76名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者71名（平成31年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由
進路変更、経済的理由、病気療養。

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
https://www.aoyamaseizu.ac.jp/subject/lp-interior/architecture4

■就職率　　　　　　　　　： 100.0

令和1年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
就職先の多様性を認識させ、個々の資質にマッチした質の良
い就職先を選定することを主眼とするよう、指導した。

■卒業者数 23
■就職希望者数 2

■主な就職先、業界等（平成30年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、
それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
日頃の生活、学習指導におけるコミュニケーションの強化、授業内容の工夫、補習の充実、進路の見極め。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　無
※有の場合、制度内容を記入

■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）



３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別
②
②
③
③
③
③
③
③
③
③

（年間の開催数及び開催時期）

臼井　誠 株式会社ROOTS 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

2017/9/1～2019/8/31(2年間)

古垣　哲史 清水建設株式会社 2018/11/20～2020/11/19(2年間)

丹羽　健夫 株式会社叶設計 2018/11/1～2020/10/31(2年間)

遠藤　和広 有限会社EOSplus（イオスプラス） 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

2019/3/16～2021/3/17(2年間)

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（9月、3月）

（開催日時（実績））

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針
本校の教育活動において、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育成することを目的として、建築分野における実務
に関する知識、技術及び技能について企業等と連携して組織的な教育を行う。具体的には、学生の就業先企業が新入社
員に期待する実務知識や能力の完全取得を目指す。そのために、企業等の要請を十分にいかした教科目の新設や、授
業の工夫・改善を教育課程編成委員会又は国・地域、各業界団体等の意見を考慮しながら、本校の主体性の基、実践的
かつ専門教育を行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
広く関連の企業・業界団体・学術機関などから選任された、教育課程編成委員会を設置する。教育課程編成委員会は上
記に掲げた基本方針に沿って、カリキュラム改善の提案を本校に対して提言する。委員会で審議された改善案、提言内
容は、建築学部、インテリア学部それぞれの教員が出席する教員会議にて報告され、教員会議内で内容を検討の上、教
育課程の内容に反映させる。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

見留　徹 株式会社ストリーム 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

令和元年７月３１日現在

名　前 所　　　属 任期
佐藤　勉 駒沢女子大学 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

岩本　靜男 神奈川大学 2017/11/1～2019/10/31(2年間)

駒田　裕樹 株式会社秀建 2017/9/1～2019/8/31(2年間)

鈴木　善彦 株式会社　善設計

戎井　亮太 株式会社ノンフレーム 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

山﨑　輝夫 青山製図専門学校　校長 2018/11/1～2020/10/31(2年間)

長嶋　高志 青山製図専門学校　副校長 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

新井　長秀 青山製図専門学校　副校長 2018/11/1～2020/10/31(2年間)

長嶌　史明 青山製図専門学校　インテリア学部部長 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
現実の建築プロジェクトを事業化するための実務フロー（仕事の手順）を、実習、演習等を通して体験することを目的とす
る。そして、それは「具体的かつ現実的なシュミレーション」の基でなければ身につかない。また、このシュミレーションは企
業等との連携なしには実現できず、ここに連携の大きな意義がある。最新の技術・知識・データを持った企業等と、経験豊
富で的確な指導力を持つ学校とが連携することで、より専門的かつ高度な職業実践教育が可能となる。

栗山　雅之 青山製図専門学校　インテリア学部次長 2017/9/1～2019/8/31（2年間）

第１回　平成３０年９月７日　１５：３０～１７：００
第２回　平成３１年３月１日　１０：３０～１２：００

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
価委員より「今の若い人はソフトの適応力が高い。似たようなソフトの使用経験があるとすぐに対応できるため、多種のソ
フトを勉強させることは良いことだと思う。」「3D、CAD教育にかかわると思うが、空間認識力がある人は、上達が早い。」と
いう意見があり、本年度の一年生で学習する「建築ＣＡＤ製図Ⅰ」において、現在学習している「Vectorworks」に加え
「Sketchuppro」を導入した。

武井　克憲 青山製図専門学校　建築学部次長



（２）実習・演習等における企業等との連携内容
科目：建築製図Ⅰ(木造)
内容：造在来工法についての基礎知識の理解をはかると同時に、木造製図の基礎的な技術を習得する。授業は、木造在
来工法２階建て専用住宅の実施設計製本図をとりあげ、それを教材として、実際に製図していく実技中心に行われる。配
置図、平面図、立・断面図等の一般図から矩形詳細図まで具体的に製図しながら理解をし、木造製図技術を習得する。
課題は連携企業の協力の下、実際の実施設計図面などを基に作成する。そして、それらの対処法や作図法などの具体
的なアドバイスを連携企業より受ける。連携企業担当者と本校教員が進捗状況の節目ごとに情報交換をし、チームのご
とき連携を図りつつ、高いレベルの製図を目指す。これら企業等との連携の基本方針は、企業等の要請を十分にいかし
つつ、実践的な能力を育成する為、意匠設計に秀でた建築設計事務所と実習等で連携する。また、連携企業と協議し策
定した教科指導方針に基づき、実習等を含めた授業全体の約80％を連携企業担当者、約20％を本校教員が担当する。
教科の評価は、連携企業担当者と本校教員が協議の上、評価する。その際には、成果物のみならず就学態度等を加味
し、総合的に判断する。ただし、その評価に基づく単位の認定は本校教員が行う。

科目：設計演習Ⅱ（商業施設）
内容：主に商業施設の設計を学ぶ。課題は連携企業の協力の下、実際のクライアントから出される要望や設計条件など
を基に作成する。そして、それらの対処法や解決法などの具体的なアドバイスを連携企業より受ける。連携企業担当者と
本校教員が進捗状況の節目ごとに情報交換をし、チームのごとき連携を図りつつ、高いレベルの作品完成を目指す。こ
れら企業等との連携の基本方針は、企業等の要請を十分にいかしつつ、実践的な能力を育成する為、建築企画及び意
匠設計に秀でた建築設計事務所と実習等で連携する。また、連携企業と協議し策定した教科指導方針に基づき、実習等
を含めた授業全体の約80％を連携企業担当者、約20％を本校教員が担当する。尚、課題のプレゼンテーションの際に
は、連携企業担当者と本校教員の双方が講評を行う。教科の評価は、連携企業担当者と本校教員が協議の上、評価す
る。その際には、成果物のみならずプレゼンテーション及び就学態度等を加味し、総合的に判断する。ただし、その評価
に基づく単位の認定は本校教員が行う。

科目：ライティングプラン
内容：照明計画の理論、光源の種類やその物理的な性質、照明の方法と空間的な効果の関係等について学ぶ。課題は
連携企業の協力の下、実際のクライアントから出される要望や設計条件などを基に作成する。そして、それらの対処法や
解決法などの具体的なアドバイスを連携企業より受ける。連携企業担当者と本校教員が進捗状況の節目ごとに情報交
換をし、チームのごとき連携を図りつつ、高いレベルの作品完成を目指す。これら企業等との連携の基本方針は、企業等
の要請を十分にいかしつつ、実践的な能力を育成する為、意匠設計に秀でた建築設計事務所と実習等で連携する。ま
た、連携企業と協議し策定した教科指導方針に基づき、実習等を含めた授業全体の約80％を連携企業担当者、約20％
を本校教員が担当する。尚、課題のプレゼンテーションの際には、連携企業担当者と本校教員の双方が講評を行う。教
科の評価は、連携企業担当者と本校教員が協議の上、評価する。その際には、成果物のみならずプレゼンテーション及
び就学態度等を加味し、総合的に判断する。ただし、その評価に基づく単位の認定は本校教員が行う。

科目：建築設備
内容：建築計画上必要な設備設計について学ぶ。課題は連携企業の協力の下、実際のクライアントから出される要望や
設計条件などを基に作成する。そして、それらの対処法や解決法などの具体的なアドバイスを連携企業より受ける。連携
企業担当者と本校教員が進捗状況の節目ごとに情報交換をし、チームのごとき連携を図りつつ、高いレベルの作品完成
を目指す。これら企業等との連携の基本方針は、企業等の要請を十分にいかしつつ、実践的な能力を育成する為、設備
設計に秀でた設備設計事務所と実習等で連携する。また、連携企業と協議し策定した教科指導方針に基づき、実習等を
含めた授業全体の約80％を連携企業担当者、約20％を本校教員が担当する。教科の評価は、連携企業担当者と本校教
員が協議の上、評価する。その際には、成果物のみならず就学態度等を加味し、総合的に判断する。ただし、その評価に
基づく単位の認定は本校教員が行う。



建築製図Ⅰ(木造)

造在来工法についての基礎知識の理解をはかると同時
に、木造製図の基礎的な技術を習得する。授業は、木造
在来工法２階建て専用住宅の実施設計製本図をとりあ
げ、それを教材として、実際に製図していく実技中心に行
われる。配置図、平面図、立・断面図等の一般図から矩形
詳細図まで具体的に製図しながら理解をし、木造製図技
術を習得する。課題は連携企業の協力の下、実際の実施
設計図面などを基に作成する。そして、それらの対処法や
作図法などの具体的なアドバイスを連携企業より受ける。
連携企業担当者と本校教員が進捗状況の節目ごとに情
報交換をし、チームのごとき連携を図りつつ、高いレベル
の製図を目指す。これら企業等との連携の基本方針は、
企業等の要請を十分にいかしつつ、実践的な能力を育成
する為、意匠設計に秀でた建築設計事務所と実習等で連
携する。また、連携企業と協議し策定した教科指導方針に
基づき、実習等を含めた授業全体の約80％を連携企業担
当者、約20％を本校教員が担当する。教科の評価は、連
携企業担当者と本校教員が協議の上、評価する。その際
には、成果物のみならず就学態度等を加味し、総合的に
判断する。ただし、その評価に基づく単位の認定は本校教
員が行う。

スペースデザイン建築設計室

設計演習Ⅱ（商業施
設）

主に商業施設の設計を学ぶ。課題は連携企業の協力の
下、実際のクライアントから出される要望や設計条件など
を基に作成する。そして、それらの対処法や解決法などの
具体的なアドバイスを連携企業より受ける。連携企業担当
者と本校教員が進捗状況の節目ごとに情報交換をし、
チームのごとき連携を図りつつ、高いレベルの作品完成を
目指す。これら企業等との連携の基本方針は、企業等の
要請を十分にいかしつつ、実践的な能力を育成する為、建
築企画及び意匠設計に秀でた建築設計事務所と実習等
で連携する。また、連携企業と協議し策定した教科指導方
針に基づき、実習等を含めた授業全体の約80％を連携企
業担当者、約20％を本校教員が担当する。尚、課題のプ
レゼンテーションの際には、連携企業担当者と本校教員の
双方が講評を行う。教科の評価は、連携企業担当者と本
校教員が協議の上、評価する。その際には、成果物のみ
ならずプレゼンテーション及び就学態度等を加味し、総合
的に判断する。ただし、その評価に基づく単位の認定は本
校教員が行う。

株式会社アトリエ・ジーアンドビー

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等
（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。



建築設備

建築計画上必要な設備設計について学ぶ。課題は連携企
業の協力の下、実際のクライアントから出される要望や設
計条件などを基に作成する。そして、それらの対処法や解
決法などの具体的なアドバイスを連携企業より受ける。連
携企業担当者と本校教員が進捗状況の節目ごとに情報
交換をし、チームのごとき連携を図りつつ、高いレベルの
作品完成を目指す。これら企業等との連携の基本方針
は、企業等の要請を十分にいかしつつ、実践的な能力を
育成する為、設備設計に秀でた設備設計事務所と実習等
で連携する。また、連携企業と協議し策定した教科指導方
針に基づき、実習等を含めた授業全体の約80％を連携企
業担当者、約20％を本校教員が担当する。教科の評価
は、連携企業担当者と本校教員が協議の上、評価する。
その際には、成果物のみならず就学態度等を加味し、総
合的に判断する。ただし、その評価に基づく単位の認定は
本校教員が行う。

大和建築設備設計

ライティングプラン

照明計画の理論、光源の種類やその物理的な性質、照明
の方法と空間的な効果の関係等について学ぶ。課題は連
携企業の協力の下、実際のクライアントから出される要望
や設計条件などを基に作成する。そして、それらの対処法
や解決法などの具体的なアドバイスを連携企業より受け
る。連携企業担当者と本校教員が進捗状況の節目ごとに
情報交換をし、チームのごとき連携を図りつつ、高いレベ
ルの作品完成を目指す。これら企業等との連携の基本方
針は、企業等の要請を十分にいかしつつ、実践的な能力
を育成する為、意匠設計に秀でた建築設計事務所と実習
等で連携する。また、連携企業と協議し策定した教科指導
方針に基づき、実習等を含めた授業全体の約80％を連携
企業担当者、約20％を本校教員が担当する。尚、課題の
プレゼンテーションの際には、連携企業担当者と本校教員
の双方が講評を行う。教科の評価は、連携企業担当者と
本校教員が協議の上、評価する。その際には、成果物の
みならずプレゼンテーション及び就学態度等を加味し、総
合的に判断する。ただし、その評価に基づく単位の認定は
本校教員が行う。

有限会社Eos－Ｐｌｕｓ



研修名「照明デザインの現在」（連携企業等：　有限会社EOSｐｌｕｓ）
期間：平成３０年５月１７日（木）　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：EOS plusが今まで携わった仕事の中で、特に代官山蔦屋の照明計画の例を中心に、最近の照明デザインの傾向
や新技術について講義を受けた。

研修名「建築構造設計講義」（連携企業等：　株式会社東京建築研究所）
期間：平成３０年１２月４日（火）　　　　　対象：インテリア学部教員２名
内容：　1．構造設計の基本知識
　　・建物の構成、建築構造の種類
　　・構造設計で考慮する力（外力）
　2．構造設計の仕事
　　・仕事の依頼の流れ
　　・構造設計実例
　　・免震建物とは
　3．地震について
　　・地震のメカニズム、発生が心配される巨大地震
　　・地震被害と構造設計
　4．構造設計という仕事
　　・やりがい、構造設計者にもとめられる資質

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
本校担当教員は企業等の要請を十分に理解し、職業に必要な能力及び技能を学生に教育・指導しなければならない。そ
のために、本校担当教員は連携企業担当者の指導の下、実践的かつ専門的な能力及び技能の育成に努めなければな
らない。従って「教員教育研修規程」に基づき、最新の施工技術や法令等の知識、CAD・BIM等の修得・向上のための研
修を計画的に実施する。また、関連業界における外部団体の研修にも積極的に参加し、その知識・技術の修得に努める
こととする。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「ハウスメーカーの仕事とキャリア形成について」（連携企業等：　パナソニックホームズ株式会社）
期間：平成３０年１０月３日（水）　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：　一物件を仕上げるにあたっての体制・仕事の流れ・スケジュール・実例について、『設計事務所＋施工会社』との
差異を織り交ぜつつ説明をいただいた。

研修名「インテリアデザイン」（連携企業等：　有限会社窪田建築都市研究所）
期間：平成３０年１０月１８日（木）　　　　　対象：インテリア学部教員２名
内容：　窪田建築都市研究所の各種デザイン事例紹介

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「ARCHICAD JUMP1、JUMP２」（連携企業等：グラフィソフト　ジャパン株式会社　）
期間：平成３０年４月３日～４月５日　計10回　　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：ARCHICADの基本操作、基礎設計による平面図、断面図の作成と、BIMXによる3D表現の構成を習得した。
また、基礎モデルをベースに実施設計レベルの詳細化を行う手順や、詳細部材寸法の概念、詳細図面の書き出しを行う
手順を習得した。

研修名「Archi Future 2018」（連携企業等：Archi Future 実行委員会　）
期間：平成３０年１０月２６日（金）　　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：・基調講演　10:20～11:40
ET City Brain
ティエン・フォン氏［Alibaba Cloud]
・パネルディスカッション　14:20～15:45
ロボット技術が変革する施工現場の現状と未来

研修名「Japan Home & Building Show」（連携企業等：一般社団法人日本能率協会　）
期間：平成３０年１１月２１日（水）　　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：「木を見せる防耐火設計」安井昇 (桜設計集団)

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「パース業界の現状と最近のＣＧスキルについて」（連携企業等：高畑真澄パース事務所）
期間：平成３１年４月２２日（月）　　　　　対象：インテリア学部教員２名
内容：建築やインテリアの業界の中でのパースの仕事の位置づけ、特にどの様な流れで、どの様なところから、依頼が来
るのか、また、ＣＧパースの新しいスキルについて3ds Maxのソフトを使用してのＣＧパースのテクニックについて説明が



ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標

①理念・目的・育成人材像は、定められているか。
②育成人材像は専門分野に関連する業界等の人材ニーズに適合して
いるか
③理念等の達成に向け特色ある教育活動に取組んでいるか。
④社会のニーズ等を踏まえた将来構想を抱いているか。

（２）学校運営

①理念に沿った運営方針を定めているか。
②理念等を達成するための事業計画を定めているか。
③設置法人は組織運営を適切に行っているか。
④学校運営のための組織を整備しているか。
⑤人事・給与に関する制度を整備しているか。
⑥意思決定システムを整備しているか。
⑦情報システム化に取組み、業務の効率化を図っているか。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
本校の教育活動や学校運営の状況に関する評価を積極的に行い、その結果に基づき改善を図り、社会にとって必要な
人材を育成していく。
(2)自己評価の結果に基づいて行う学校関係者評価の実施とその結果の公表・説明により、関係者に対して、適切に説明
責任を果たす。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

研修名「インテリアデザイン」（連携企業等：　有限会社窪田建築都市研究所）
期間：令和１年１０月１７日（木）　　　　　対象：インテリア学部教員２名
内容：　窪田建築都市研究所の各種デザイン事例紹介【予定】

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「国際インテリア＆家具EXPO」（連携企業等：リードエグジビジョン　ジャパン　㈱　）
期間：令和元年６月２８日　　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：「価値あるインテリアデザインとは何か？ - 岩倉榮利 (㈱岩倉榮利造形開発研究所)の作品」　大澤勝彦（唯アソシ
エイツ）

研修名「Archi Future 2019」（連携企業等：Archi Future 実行委員会　）
期間：令和１年１０月２５日（金）　　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：未定

るのか、また、ＣＧパースの新しいスキルについて3ds Maxのソフトを使用してのＣＧパースのテクニックについて説明が
あった。

研修名「照明デザインの現在」（連携企業等：　有限会社EOSｐｌｕｓ）
期間：令和１年５月２０日（月）　　　　　対象：インテリア学部教員１名
内容：EOS plusが今まで携わった仕事の中で、最近の照明デザインの傾向や新技術について講義を受けた。

研修名「海外での仕事について」（連携企業等：Studio Happ建築事務所　）
期間：令和１年６月２６日（水）　　　　　対象：インテリア学部教員３名
内容：Studio Happが今まで携わった仕事の中で、海外での例を中心に最近のデザインの傾向や新技術について講義を
受けた。



（３）教育活動

①理念等に沿った教育課程の編成方針、実施方針を定めているか。
②学科毎の修業年限に応じた教育到達レベルを明確にしているか。
③教育目的・目標に沿った教育課程を編成しているか。
④教育課程について、外部の意見を反映しているか。
⑤キャリア教育を実施しているか。
⑥授業評価を実施しているか。
⑦成績評価・修了認定基準を明確化し、適切に運用しているか。
⑧作品及び技術等の発表における成果を把握しているか。
⑨目標とする資格・免許は、教育課程上で、明確に位置づけている
か。
⑩資格・免許取得の指導体制はあるか。
⑪資格・要件を備えた教員を確保しているか。
⑫教員の資質向上への取組みを行っているか。
⑬教員の組織体制を整備しているか。

（４）学修成果

①就職率の向上が図られているか。
②資格・免許取得率の向上が図られているか。
③卒業生の社会的評価を把握しているか。



（６）教育環境

①教育上の必要性に十分対応した施設・設備・教育用具等を整備して
いるか。
②学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備してい
るか。
③防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか。
④学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか。

（７）学生の受入れ募集

①高等学校等接続する教育機関に対する情報提供に取組んでいる
か。
②学生募集活動を適切かつ効果的に行っているか。
③入学選考基準を明確化し、適切に運用しているか。
④入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に活用しているか。
⑤経費内容に対応し、学納金を算定しているか。
⑥入学辞退者に対し、授業料等について、適正な取扱を行っている
か。

（８）財務

①学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか。
②学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を
行っているか。
③教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定している
か。
④予算及び計画に基づき、適正に執行管理を行っているか。
⑤私立学校法及び寄附行為に基づき、適切に監査を実施している
か。
⑥私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用して
いるか。

（５）学生支援

①就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか。
②退学率の低減が図られているか。
③学生相談に関する体制を整備しているか。
④留学生に対する相談体制を整備しているか。
⑤学生の経済的側面に対する支援体制を整備しているか。
⑥学生の健康管理を行う体制を整備しているか。
⑦学生寮の設置など生活環境支援体制を整備しているか。
⑧課外活動に対する支援体制を整備しているか。
⑨保護者との連携体制を構築しているか。
⑩卒業生への支援体制を整備しているか。
⑪産学連携による卒業後の再教育プログラムの開発・実施に取組ん
でいるか。
⑫社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか。

（９）法令等の遵守

①法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行ってい
るか。
②学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか。
③自己評価の実施体制を整備し、評価を行っているか。
④自己評価結果を公表しているか。
⑤学校関係者評価の実施体制を整備し評価を行っているか。
⑥学校関係者評価結果を公表しているか。
⑦教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか。

（１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流



種別
卒業生
企業等委員

卒業生
企業等委員
企業等委員

卒業生

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
企業委員、卒業生委員からの教育活動についての評価の中で、今後導入が進むＢＩＭについて、シニア層に対する教育
のニーズが指摘された。今後、付帯教育での講座開設の検討が必要であるとの認識が共有された。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　令和元年７月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

有限会社EOSplus（イオスプラス） 2017/9/1～2019/8/31(2年間)

古垣　哲史 清水建設株式会社 2018/11/20～2020/11/19(2年間)

丹羽　健夫 株式会社叶設計 2018/11/1～2020/10/31(2年間)

見留　徹 株式会社ストリーム 2017/9/1～2019/8/31(2年間)

（５）様々な教育活動・教育環境
①学校行事への取組状況
②課外活動

（６）学生の生活支援 ①学生支援への取組状況

（７）学生納付金・修学支援
①学生納付金の取扱
②活用できる経済的支援措置の内容

（２）各学科等の教育

①入学者に関する受け入れ方針及び入学者数、収容定員、在学学生
数
②カリキュラム
③進級・卒業の要件等
④学習の成果として取得を目指す資格、合格の実績
⑤資格取得、検定試験合格等の実績

（３）教職員
①教職員数
②教職員の組織、教員の専門性

（４）キャリア教育・実践的職業教育

①キャリア教育への取組状況
②実習・実技等の取組状況
③就職支援等への取組状況

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

「青山製図専門学校　学校関係者に対する情報提供の基本方針」に内容掲載。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画

①学校の目標及び計画、経営方針、特色
②校長名、所在地、連絡先等
③学校の沿革、歴史

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
URL:https://www.aoyamaseizu.ac.jp/about/school/disclosure

（８）学校の財務 ①財務情報公開取扱規定による公開

（９）学校評価
①自己評価・学校関係者評価の結果
②評価結果を踏まえた改善方策

（１０）国際連携の状況

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

URL:https://www.aoyamaseizu.ac.jp/about/school/disclosure

公表年月日：令和１年１０月８日

駒田　裕樹 株式会社秀建 2018/11/1～2020/10/31(2年間)

臼井　誠 株式会社ROOTS 2017/9/1～2019/8/31(2年間)

遠藤　和広
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〇 建築史

建築様式変遷の流れを把握すること、また
歴史に残る優れた建築を学び、建築に対す
る理解を深める。講義は、大きく｢西洋建築
史｣、｢近代建築史｣、｢日本建築史｣と三分割
している。講義では、教科書や資料の図面
や図版以外に、ビデオやスライド等を活用
し、可能な限り視覚的に学習する。

１
後

34 2 ○ 〇 ○

〇 建築計画Ⅰ

前期はまず総論として、建築計画の位置付
けとそのプロセスと重要性、建築を計画す
る上で必要最小限の建築基準法の解説をす
る。次に単位空間の寸法及び主要な構造形
式の紹介と、空間構成の技法を述べる。後
期は各論に移り独立住宅を扱う。特に専用
住宅に力点を置いて、定義と機能を述べ小
住宅の実例を紹介しながら配置計画、平面
計画、断面計画、各室計画等を学習する。

１
通

68 4 ○ 〇 ○

〇 建築計画Ⅱ

各論を論じて行く。建築計画Ⅰで論じた独
立住宅の計画の続きとして、集合住宅の計
画及びホテルの計画を学習する。また、事
務所ビル及び図書館、学校等の身近な建築
を選んで、その計画論を解説する。何れも
各用途の定義や機能及び種類を解説する。
最後に、配置計画、動線計画、平面計画、
断面計画、構造計画、設備計画等を学習す
る。

３
前

34 2 ○ 〇 ○

〇
建築一般構造
Ⅰ

主に木構造、鉄筋コンクリート構造につい
て、各構造のしくみ、特性について学ぶ。
構造部分については、建築施工と関連させ
ながら建築工程に従い学習をする。また、
仕上部分についても、実際の工事工程に従
い、外部仕上、内部仕上の順序で行う。更
に、各構法で使用する主要材料に関して、
材料学的な観点で取り上げて学習する。

１
通

68 4 ○ 〇 ○
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〇
建築一般構造
Ⅱ

主として、鉄骨造の基本的な構造や仕上げ
方法を学ぶ。また、木造在来工法と対照的
な枠組壁構法、補強ＣＢ造、丸太組構法、
構造用大断面集成材構法、プレストレスト
コンクリート構造等、多岐に渡る構造につ
いて学習する。 ２

後
34 2 ○ 〇 ○

〇 建築法規Ⅰ

建築物と建築基準法の重要な関連性につい
て、学習する。①総則（用語、面積及び高
さの算定）②一般構造規定（採光、換気、
天井の高さ、界壁の遮音構造、階段、便
所）③構造強度規定（木造、組積造、補強
ＣＢ造、Ｓ造、ＲＣ造、ＳＲＣ造、構造計
算）④防火規定（耐火及び準耐火建築物と
しなければならない特殊建築物、防火区
画、界壁・間仕切壁・隔壁、内装制限）。

１
通

68 4 ○ 〇 ○

〇 建築法規Ⅱ

建築基準法とその他の関係法令を併せて学
習する。①避難規定（廊下、避難階段及び
出入口、排煙設備、非常用の照明・進入
口）②都市計画関係規定（道路、用途地
域、容積率、建坪率、高さ制限、日影規
制）③建築手続及び雑則（確認申請、建築
協定、建築手続等）④その他の法令（建築
士法、建設業法、都市計画法、消防法、宅
地造成等規制法）。

２
通

68 4 ○ 〇 ○

〇 構造力学Ⅰ

構造力学では、建築構造設計の概要につい
ての説明から始まり、以下の項目について
学習する。①力と力のモーメント、②力の
釣り合い、③構造物の種類、④支点と節
点、⑤安定・静定、⑥荷重、⑦反力、⑧応
力、⑨単純梁の応力、⑩片持梁の応力。 ２

通
68 4 ○ 〇 ○
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
分類
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〇 構造力学Ⅱ

１年次での学習に引き続き、以下の項目に
ついて学習する。①静定ラーメンの応力に
ついて、②静定トラスの応力、③部材断面
の性質と応力度、④部材の設計、⑤部材の
変形と応力、⑥不静定構造物の解法、⑦各
構法の設計法の概要。 ３

後
34 2 ○ 〇 ○

〇 建築材料

建築を学ぶ上において、建築材料は基礎と
なる。建物に使用される各種材料の製造方
法や、基本的な性質を理解し、建築物への
用い方や工法上の注意事項などを学習す
る。具体的には、木材、コンクリート、鋼
材そして非構造材料を中心に学習する。 ２

後
34 2 ○ 〇 ○

〇 建築施工

施工は建築材料、建築構造、構造力学、法
規などの学科の応用であり、従って施工は
実務の総合力になる。特に施工管理の目的
である品質管理、安全管理、経済性に重点
を置いて学ぶ。具体的な内容は、請負契
約、施工計画、地業・基礎工事、躯体工
事、仕上工事になる。建築施工は経験を必
要とするが、より大切なものは本質的な理
論であり、あくまでも基本に重点を置いて
学習する。

３
後

34 2 ○ 〇 ○

〇 環境工学

空気環境、熱環境、湿気環境、温熱環境、
都市・地球環境の基礎について学習する。
近年の省エネやエコを考慮した建築物を設
計するためには、どのような手段があるか
等について指導する。演習は、２級建築士
試験の過去問題を利用し受験対策にも備え
る。

３
後

34 2 ○ 〇 ○
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
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〇 建築設備

給排水衛生設備および空気調和設備の基礎
を身近な実例をもとに解説し、建築計画上
必要な知識、および建築士試験に必要な知
識を習得する。また、木造戸建て住宅、お
よび鉄筋コンクリート造の事務所ビルにお
ける、設備図面の基本的な読み方・描き方
を学習する。

３
前

34 2 △ △ ○ 〇 △ ○

〇
建築製図Ⅰ
(木造)

木造在来工法についての基礎知識の理解を
はかると同時に、木造製図の基礎的な技術
を習得する。授業は、木造在来工法２階建
て専用住宅の実施設計製本図をとりあげ、
それを教材として、実際に製図していく実
技中心に行われる。配置図、平面図、立・
断面図等の一般図から矩形詳細図まで具体
的に製図しながら理解をし、木造製図技術
を習得する。

１
通

184 6 ○ 〇 △ ○

〇
建 築 製 図 Ⅱ
(ＲＣ造)

鉄筋コンクリート造事務所ビルの実施設計
図面の表現技術を習得する。設計図面は、
一定の規則、記号に従って作成されている
事を理解する。その際、鉄筋コンクリート
構造のしくみ、部材名称、基本的な部分詳
細図、図面の読み方等について解説指導を
行い、鉄筋コンクリート造設計図を総合的
に学習する。

２
通

180 6 ○ 〇 ○

〇
建 築 製 図 Ⅲ
(鉄骨造)

鉄骨造事務所ビルの実施設計図面の表現技
術を習得する。設計図面は、一定の規則、
記号に従って作成されている事を理解す
る。その際、鉄骨構造のしくみ、部材名
称、基本的な部分詳細図、図面の読み方等
について解説指導を行い、鉄骨造設計図を
総合的に学習する。

３
通

68 2 ○ 〇 ○
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
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〇
設計演習Ⅰ
（住宅）

「建築設計Ⅰ（住宅）」は実技演習をとお
して、主に住宅設計の様々な理論と手法を
学び、"住むため″"生活するため″の空間
を理解します。基礎を確立し、設計の原点
である、"物を造り出す″方法を身に付ける
ことを目的とする。 １

通
236 7 △ △ ○ 〇 ○

〇
設計演習Ⅱ
（商業施設）

「設計演習Ⅱ（商業施設）」は「設計演習
Ⅰ（住宅）」で学んだ住宅の設計を基礎に
して、商業施設の設計に取り組む。前期は
個人で事務所併用の商業施設を計画し、後
期はグループで商業施設群の計画を演習す
る。

２
通

272 9 △ △ ○ 〇 △ ○

〇
設計演習Ⅲ
（複合施設）

「設計演習Ⅲ（複合施設）」では設計演習
の総まとめとして、既存の都市空間を調
査・分析し、諸問題の解決を探り、新たな
提案をプレゼンテーションする。空間構成
からディテールの設計まで計画をまとめる
能力を養うことを目標とする。

３
前

140 4 △ △ ○ 〇 ○

〇
インテリア
コーディネー
ション

前期では、ワンルームマンション、後期で
はファミリータイプのスケルトンリフォー
ム及びインテリアコーディネートを行うこ
とを課題とし、合わせてプレゼンテーショ
ンを行う。

１
通

102 3 △ △ ○ 〇 ○

〇
デジタルプレ
ゼンテーショ
ンⅠ

コンピューターを積極的に活用した建築・
インテリア向けプレゼンテーション技術を
習得する。
「Photoshop」によるデジタル画像、CGパー
スの編集を主に行う。

１
通

68 2 ○ 〇 ○
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

〇
デジタルプレ
ゼンテーショ
ンⅡ

コンピューターを積極的に活用した建築・
インテリア向けプレゼンテーション技術を
習得する。
「Illustrator」を利用したDTP演習、プレ
ゼンボードの作成演習を主に行う。

２
前

34 1 ○ 〇 ○

〇
インテリアデ
ザイン

住環境の中で、衣服の次に身体に近い空間
としてインテリアを捉え、多様で複雑な現
代の諸問題を解決し、生活をより豊かにす
るためには、どのようなデザインがありう
るか、その可能性を模索し、具体的に提案
できるようになることを目標とする。商業
空間のインテリアデザイン設計課題に取り
組み、企画のための調査、計画の組み立
て、模型・CGのプレゼンテーション作業を
課題に取り入れて、構想力、計画力、表現
力を学習する。

２
後

68 2 △ △ ○ 〇 ○

〇
家具・照明デ
ザイン

「クラフト＆テクノロジー」をテーマに、
演習においては粘土・石膏などの造形材料
を用いた手仕事の楽しさと、プロセスのな
かで磨き上げることの大切さを学びます。
そして同時に、工業生産・製造の基礎知識
と、家具・照明器具等の商品企画・設計の
ポイントについて学習します。

３
通

238 7 △ △ ○ 〇 ○

〇
ライティング
プラン

屋内外の照明デザインを対象として、人の
生理的側面と心理的側面の双方における照
明計画の理論を学び、光源の種類やその物
理的な性質、照明の方法と空間的な効果の
関係等について知る。また、照明器具の用
途や種類、デザインについて学び、住宅の
ライティング模型を作り、シュミレーショ
ンすることで建築空間との関係について学
習する。

３
前

68 2 △ △ ○ 〇 △ ○
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

〇 パース演習

建築の設計やインテリアのデザインにおい
ては、自分が設計した建物の外観やインテ
リアを施主にわかり易く説明するために、
図面の他にビジュアルな完成予想図が必要
となる。現在、それらは３D・CGを使って表
現することがほとんどであるが、場合に
よっては、手描きの表現が必要なこともあ
る。また、インテリアコーディネーター資
格の２次試験においては、平面図の他に
パースの表現を求められることがある。実
際の業務のためと資格試験の対策として手
描きによる透視図（パース）の作図方法を
学習する。

１
後

34 1 ○ 〇 ○

〇
建築ＣＡＤ製
図Ⅰ

コンピューターの基礎概論及びオフィスソフト
を用いて、コンピューターの基本操作、プレゼ
ンの方法及び編集を学ぶ。ＣＡＤにおいては
「VectorWorks」を用いて、基本操作から始ま
り、RC造の後述の図面作成技術を習得す
る。①配置図、②平面図、③立面図。 １

通
136 4 〇 〇 〇

〇
建築ＣＡＤ製
図Ⅱ

前期は、「VectorWorks」の３Dを使用してモデ
リングや表面材質の設定、ライティングなど
の表現方法を習得する。また住宅の外観
パースや内観パースの作成を行いながら、3
次元設計デザイナーの素養を養いプレゼン
テーション能力を高める。後期は、
「AutoCAD」を用いて、基本操作から始まり、
木造・RC造の後述の図面作成技術を習得す
る。①配置図、②平面図。

２
通

136 4 〇 〇 〇

〇
建築ＣＡＤ製
図Ⅲ

前期は、「AutoCAD」を用いて、前年の基本
操作をベースに応用操作を習得し、よりレ
ベルの高い図面作成技術を習得する。後期
は、「AutoCAD Revit」を用いて、基本操作
から始まり、BIM図面作成技術を習得する。

３
通

150 5 〇 〇 〇
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
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・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
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数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

〇
インスタレー
ション

空間表現のトレーニングとして、インスタ
レーションアートの作品提案及び作成を行
う。教室内だけではなく、実際に外に出て
人とかかわりながら実物のものをつくりあ
げることを目的とします。その中でスケ
ジュール管理、コストコントロール、人と
のかかわりあいを学びます。

２
前

136 4 △ △ 〇 〇 〇

〇
エクステリア
デザイン

都市住居の建物外観にはじまり、庭や門・
囲い、また都市居住地における街並みな
ど、外部空間であるエクステリアのデザイ
ンに関して講義する。エクステリアとはい
え、住宅の外部空間に限らず、地域空間も
含めて広く扱うものであり、対象とするエ
クステリアを、人々の住空間として理解す
るために、都市における人々の住空間、そ
の段階構成について概説し、都市における
住居と地域空間の各エクステリアについ
て、いくつかの主要な構成要素に分け、そ
れぞれのデザインに関する基礎的事項につ
いて学習する。

３
後

68 2 △ △ 〇 〇 △ ○

〇
建築・インテ
リア課題研究

自由選択テーマに基づき、独自で問題意識
を持ち調査および研究を行いレポートとし
てまとめる。レポートの作成方法、表現の
仕方について学習する。

1
通

134 4 ○ 〇 ○

〇
建築・インテ
リア課題研究

自由選択テーマに基づき、独自で問題意識
を持ち調査および研究を行いレポートとし
てまとめる。レポートの作成方法、表現の
仕方について学習する。

２
通

136 4 ○ 〇 ○

〇
建築・インテ
リア課題研究

自由選択テーマに基づき、独自で問題意識
を持ち調査および研究を行いレポートとし
てまとめる。レポートの作成方法、表現の
仕方について学習する。

3
通

102 3 ○ 〇 ○
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授業科目等の概要

（製図専門課程（工業）建築インテリア工学科）令和元年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
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・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
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数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

〇 材料実験

材料実験は、その種類はきわめて多い。そ
の選択または使用にはあらかじめ長所、短
所、あるいは特性などを良く理解しなけれ
ばならない。また、その中で特にコンク
リートと鋼材に重点を置き、各種試験体に
基づく圧縮試験、引張試験等を行う事によ
り、材料独自の特性を学習する。

３
後

30 1 ○ 〇 ○

○ 測量実習

建築工事に必要かつ十分な、測量の基礎を
一通り学ぶ。内容は平板測量、レベルを使
用した水準測量、トランシットを使用した
角度測量を行う。機械の操作方法、敷地の
形状、高低差の求め方、求積の方法を理論
と共に実習で学習する。

３
後

30 1 ○ ○ ○

〇 卒業制作

「卒業制作」はこれまでに学んだ知識を最
大限に生かし、企業の指導及び協力の下、
最も興味のあるテーマを自分で選び、「作
品」という成果に仕上げる。そして、結果
としての作品だけでなくそれに取り組んだ
時間の過ごし方、つまりプロセスを重要視
する。期限を守る為の計画の立案、内容を
深める為の情報収集、様々な場面での決断
等の方法を学習し、最終的に建築設計を、
プロ的な立場で疑似体験する。

３
後

102 3 △ △ 〇 〇 ○

〇 ビジネス実務

ビジネスに必要な一般常識を養い、実務に
即した知識を習得する。①会社の仕組み・
組織、②会社の規律、③仕事に対する基本
姿勢、④業務の実際、⑤ビジネス文書の基
本、⑥社内文書・社外文書の種類と役割、
⑦通信事務、⑧社会保険と税金、⑨就業中
マナー、⑩話し方の基本、⑪電話対応、⑫
来客対応、⑬名刺交換と紹介、⑭冠婚葬祭
等。

１
後

34 2 ○ 〇 ○

36　　　科目

２期

3,498 単位時間(125 単位)

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

課題提出、定期試験、小テスト及び日常の授業態度等を加味した評価による全科
目合格、全課題提出、卒業制作合格及び欠席換算日数20日以内。

１学年の学期区分
１学期の授業期間    19週

（留意事項）
１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合

卒業要件及び履修方法 授業期間等

合計


